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労組周辺動向 No. 212 

Labour Update 

2025 - 02 - 28 

1. 法・政策 

 

(1) 『「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査」調査報告書』 2025年1月22日 株式会社

アットグローバル（文部科学省委託） 

 

https://www.mext.go.jp/content/20250120-mxt_t_kiban03-000039795_1.pdf 

 

(2) 年金改革法案、先送り浮上 参院選後に提出も、批判回避か 

 

政府、与党内で、年金制度改革関連法案の今国会提出を先送りし、夏の参院選後とする案が浮上し

ていることが25日、分かった。全ての国民が受け取る基礎年金（国民年金）の底上げや、パートら

の厚生年金加入拡大を目指していたが、現役世代や企業の負担増を伴うため、与党や経済界などか

ら異論が出ていた。選挙への影響を考慮し、世論の批判や野党の追及を避ける判断に傾いたとみら

れる。 

 

政府、与党は、3月中旬までを原則とする法案提出期限までに最終判断する方針だ。法案提出が見

送りとなれば、制度設計の再考を迫られる可能性もある。 

 

年金制度改革はおおむね5年に1度実施。少子高齢化で保険料を払う現役世代が減る一方、年金を受

け取る高齢者が増えて将来の年金水準が著しく低下する。この状況を改善しようと、厚生労働省が

法案提出に向けて与党と調整を進めていた。 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mext.go.jp/content/20250120-mxt_t_kiban03-000039795_1.pdf
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(3) パートが支払う厚生年金保険料、会社が負担なら「全額還付」で調整…５０人以下の会社など 

 

厚生労働省はパートら短時間労働者が支払う厚生年金保険料を会社が負担する場合、負担額を全

額、会社側に還付する方向で調整に入った。通常国会に提出する年金改革関連法案に盛り込む。負

担額の８割を還付する方向で検討していたが、負担軽減を求める公明党に配慮し、引き上げた。 

 

保険料は労働者と会社が折半するのが原則だが、関連法案では、５０人以下の会社と５人以上の個

人事業所に限定し、会社の負担割合を増やせる特例を設ける。年収１５１万円以下の従業員を対象

とする見通しで、２０２６年１０月から導入し、３年間の時限措置とする。 

 

関連法案が成立すれば、厚生年金の加入が義務づけられる会社の規模や年収の要件が撤廃されて加

入者が増えるため、「働き控え」を招く手取りの減額を緩和し、会社の負担も軽減する。 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 私立高校の非正規元講師に賃金差額支払い命令 無期雇用への配置転換巡り、京都地裁判決 

 

私立京都成章高（京都市西京区）で有期雇用の常勤講師だった４０代男性が、無期雇用への転換直

後に事務職に配置転換されたことなどは不当だとして、同高を運営する学校法人「明徳学園」に地

位確認と約１４９０万円の損害賠償を求めた訴訟の判決が２月１３日、京都地裁であった。齋藤聡

裁判長は、専任教員と同じ業務を担っていたのに賃金が低いのは違法と認め、約４５０万円の支払

いを命じた。地位確認の訴えは却下した。 

 

判決によると、男性は２０１０年４月に契約期間１年の常勤講師として採用された。２０２２年２

月に無期転換を申し込み、４月から無期契約となったが、事務職員への配転を命じられた。 

 

齋藤裁判長は、男性が常勤講師だった時期は正規雇用の専任教員との間に明らかな職務内容の差は

なかったと判断。不合理な賃金格差を禁じる労働契約法などに反するとし、消滅時効が完成してい

ない２０１９年以降の賃金差の支払いを命じた。 

 

採用時に職種を限定する合意はなかったなどとして配転は有効と結論付けた。 

 

(2) 「校長ら休日出勤記録を消去」と教諭証言 栃木県教委へ要望書提出 

 

教職員らでつくる組合が２月２５日、栃木県庁で会見を開き、壬生町の小学校の男性教諭が行った

休日出勤の記録を校長など管理職によって消されたと明らかにした。 

 

会見を行ったのは教職員らでつくる組合「ＩＲＩＳ栃木」の代表者と壬生町の小学校で特別支援学

級を受け持つ５０代の男性教諭の２人。「ＩＲＩＳ栃木」によると男性教諭は２０２３年４月から

２０２４年９月までのおよそ１年半に行った休日出勤合わせて４５回分の記録を相談もなく管理職

によって消されたとしている。 

 

男性教諭は、授業の準備や同僚教諭の指導用資料を作成などのため休日出勤していた。男性教諭に

よると２０２４年４月ごろ、校務支援システムで出退勤時間を確認した際消えていることに気付い
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たということです。その後、加入していた「ＩＲＩＳ栃木」に相談し、２月１２日校長に確認した

ところ教頭に消去を指示したと認めたという。 

 

これを受けて「ＩＲＩＳ栃木」は、壬生町教育委員会に対して実態把握のための調査を要望し、町

は調査結果がまとまり次第県教育委員会へ年度内に報告したいとしている。 

 

また校長はとちぎテレビの取材に対して「改ざんの意図はなく土・日・祝日の勤務時間は時間外労

働時間に含まれないとの認識から２０２３年度から休日出勤などの出勤時間や退勤時間の修正を教

頭に指示していたが、自身の理解不足だった」「国の指針を確認して以降、去年１０月から修正は

していない」などと説明した。 

 

壬生町によると町内のほかの小中学校については時間外労働時間の誤った取り扱いは確認されな

かったという。 

 

会見後、「ＩＲＩＳ栃木」は県教育委員会に対して校長らに対する厳正な処分と県内の学校全体で

調査をするよう求める要望書を提出した。 

 

(3) パート７万人、賃上げ７．０７％ イオンリテール 

 

繊維や流通、外食などの労働組合でつくる「ＵＡゼンセン」は２月２５日、流通大手イオンの中核

子会社イオンリテールが、パート従業員の時給を７・０７％（実額８１円）引き上げることで妥結

したと発表した。引き上げの対象は約７万人で、３年連続で７％超の賃上げとなった。労組の要求

に沿った満額の回答だったという。 

 

正社員についても、賃金体系を底上げするベースアップと定期昇給を合わせた賃上げ総額は平均

５・３４％（同１万７３１９円）で妥結した。ベアなどは４・０１％（同１万２９８９円）だっ

た。 

 

ＵＡゼンセンによると、同社のほか、小型スーパー「まいばすけっと」などを展開するイオング

ループの３社も同日、組合要求に対して満額回答して妥結した。 

 

(4) 関西生コン労組幹部らに無罪 京都地裁、協同組合への恐喝罪 

 

生コンクリート製造会社の協同組合への恐喝罪などに問われた「全日本建設運輸連帯労働組合関西

地区生コン支部」前執行委員長の武建一被告（83）と、現委員長の湯川裕司被告（52）に、京都

地裁（川上宏裁判長）は2月26日、無罪判決を言い渡した。求刑はいずれも懲役10年。 

 

弁護側は無罪を主張したほか、起訴は検察官の裁量の範囲を逸脱しているとして、裁判を打ち切る

公訴棄却の判決を求めていた。 

 

起訴状によると、2人は2013～14年、同支部の労働組合員7人が在籍していた会社の解散に当たり

解決金支払いを要求し、生コン出荷を阻止するなどして怖がらせ、協同組合から1億5千万円を脅し

取ったとしていた。 

 

 

3. 情勢・統計 
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(1) 1月の消費者物価3.2%上昇、コメは7割プラスで過去最大 

 

総務省が2月21日発表した1月の消費者物価指数（CPI、2020年=100）は変動の大きい生鮮食品を

除く総合が109.8となり、前年同月と比べて3.2%上昇した。3カ月連続で伸び率が拡大した。生活

実感に近い生鮮も含む総合は4.0%上昇し、2年ぶりに4%台となった。 

 

購入頻度の高い生鮮食品は21.9%上昇と2004年11月以来の高い水準だった。生鮮野菜は36.0%上

昇した。生育不良で出荷が減ったキャベツは約3倍、白菜は約2倍だった。昨年の猛暑の影響で生産

量が減少したみかんは37.0%上昇だった。 

 

生鮮食品を除く食料は5.1%上昇だった。2024年夏ごろから価格上昇が目立つコメ類は2025年1月

に70.9%プラスと、比較可能な1971年1月以来最大の上昇幅となった。国産品の豚肉は6.6%上昇

した。 

 

原材料価格や人件費の上昇を受けて外食は3.1%プラスとなった。コメ類の価格高騰を背景に外食

のすしは4.5%、おにぎりは9.2%それぞれ上昇した。コーヒー豆は主要原産国のブラジルの天候不

良で出荷量が減少し、23.7%プラスだった。 

 

エネルギーではガソリンが3.9%上昇と、前月の0.7%上昇と比べ拡大が目立つ。政府が実施するガ

ソリン価格の高騰を抑える激変緩和措置の補助が縮小したことが背景にある。補助の目安が2024

年12月に175円から180円程度に、2025年1月には185円程度に引き上げられた。 

 

電気代は18.0%上昇、都市ガス代は9.6%プラスだった。エネルギー全体では10.8%プラスだっ

た。 

 

全体を商品などのモノと旅行や外食などのサービスに分けると、サービスは1.4%上昇と2024年12

月から0.2ポイント縮小した。外国パック旅行が1.9%プラス（24年12月は74.7%プラス）と伸び

率が大幅に縮小したことが響いた。 

 

外国パック旅行費は新型コロナウイルスの影響で調査が困難になり、一時調査を中断していた。そ

のため24年は実質的に20年の同じ月と比較して指数を算出していた。25年1月からはこうした新型

コロナによる一時的な措置がなくなり、指数を押し下げた。 

 

一方、宿泊料はインバウンド（訪日外国人）の旅行需要が拡大し、6.8%上昇と前月から伸び率が

拡大した。一般サービスの家事関連サービスも3.1%プラスと上昇幅が拡大した。 

 

モノは6.3%プラスと前月から伸びが拡大した。家庭用耐久財が3.9%上昇した。ルームエアコンの

需要が拡大し売り上げ増加につながった。 

 

「2020年基準 全国消費者物価指数 2025年1月分」 2025年2月21日 総理府 

 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf 

 

(2) 出生数が９年連続で最少更新７２万９８８人…２０２４年、人口の自然減は過去最大８９万７

６９６人 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf
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厚生労働省は２月２７日、２０２４年の人口動態統計の速報値を発表し、国内の出生数が過去最少

の７２万９８８人だったと発表した。前年比５・０％減で、過去最少の更新は９年連続だった。速

報値は日本で生まれた外国人を含む。 

 

死亡数は前年比１・８％増の１６１万８６８４人で、４年連続で増加し、過去最多だった。出生数

から死亡数を差し引いた人口の自然減は８９万７６９６人減で、２０１８年連続の減少となり、減

少幅は過去最大だった。 

 

「人口動態統計速報（令和６年１２月分）」 2025年2月27日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/s2024/dl/202412.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/s2024/dl/202412.pdf

